
第二次いわき市消費者教育推進計画(概要版) 
（令和４年度～令和８年度） 

 

１ 計画の基本的な考え方 

  私たちは、生まれてから一生を終えるまで、誰もが消費者です。 
  そして、消費者として物を購入したり、いろいろな契約をしたり、 
 電気・水道などの資源を消費しながら生活をしています。 

そうした私たち消費者を取り巻く社会経済情勢は、少子高齢化社会が 
進行する中で、高度情報化社会の進展等に伴い急激に変化しており、 
地域や家族のつながりが希薄化している中、特に「若年層及び高齢者の 
消費者被害」、「インターネットや情報通信に関連するトラブル」等に関 
する相談が増加傾向にあるなど、ますます複雑化・深刻化しています。 
 そのため、被害に遭わない消費者、合理的意思決定のできる消費者を 
育成し、さらには社会の一員としてより良い市場とより良い社会の発展 
のために、積極的に関与する消費者を育成していく必要があります。 
このことから、本市においては、消費者の自立支援として、年齢や性 

別、障がいの有無など、消費者の特性に配慮した切れ目のない学びの機 
会を創出するとともに、消費者自身が、個人ではなく、社会の一員とし 
て、消費者市民社会（※）の形成に参画することの重要性についての理 
解促進を図るため、平成 28 年３月に策定した「いわき市消費者教育推 
進計画」を改定することにしました。 
 
※消費者市民社会 
 消費者が公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会のことで、一人一 
人の消費者が、自分だけではなく周りの人々や、将来生まれる人々の状況、内外の社 
会経済情勢や地球環境にまで思いをはせて生活し、社会の発展と改善に積極的に参加 
する社会を意味します。 
 
 

いわき市消費生活センター 
 
電話 ０２４６（２２）０９９９（相談専用） 

０２４６（２２）７０２１（事務専用） 
住所 福島県いわき市平字一町目１番地 ティーワンビル４階 
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２ 消費者を取り巻く状況（令和３年３月 31 日現在） 

 ◎ 消費生活センターへの相談件数に対する若年者・高齢者の相談割合 
  〇 若年者（29歳以下） 10.7％（前年比15％増） 
   ➡ 令和４年４月から成年年齢が 18歳に引き下げられることから、 

18 歳、19 歳の年代の消費者トラブル増加が懸念されます。 
  〇 高齢者（65歳以上） 30.7％（前年比７％増） 
   ➡ 高齢化がますます進行し、高齢化や認知症等による判断力の低 

下により消費者トラブルの増加が懸念されます。 
 ◎ 悪質な詐欺の相談内容 
  〇 架空請求 66 件（前年比50％減） 
  〇 偽の通販サイト 45 件（前年比104％増） 
   ➡ これまで主流であった架空請求の相談は減少しましたが、コロ 

ナ禍で外出を控えたことでインターネットの利用が活発になった 
ため、偽の通販サイトから商品を購入しようとしてお金をだまし 
取られたという相談が増加しています。 

 ◎ 消費者教育の実施状況 
  〇 令和２年度の消費生活講座実施状況 
    小学校 21回、中学校11 回、高校１回、公民館３回、その他35回 
    受講者数延べ3,202 人 
 
 

３ 消費者教育の基本的方向性 
（安全・安心を確保した「市民生活」を目指して！） 

 

 ◎ 幼児期から高齢期までの各ライフステージの特性に応じ、学校、地 
域、家庭、職域等の様々な場における消費者あんしんサポートとして、 
消費者教育を受けることができる機会を創出します。 

 ◎ 年齢、性別、障がいの有無、消費生活に関する知識の量など、消費 
者の特性に配慮した消費者教育を実施します。 

    ◎ 消費生活センターが消費者教育や人材育成の中核拠点となり、消費 
者教育に関連した様々な情報を集積し、皆様に提供していきます。 

◎ 消費者教育の専門知識を有した「消費生活コーディネーター」を配 
置し、消費生活講座の講師として派遣するなど効果的な消費者教育を 
推進します。 
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重点目標 

１ 若年層の消費者教育の推進 

２ 消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進 

３ デジタル社会の発展に対応した消費者教育の推進 
 
 

４ 消費者教育推進の具体的な施策の内容 

 ◎ 消費者教育を実践する場を創出します。 
   学校（小・中・高校、大学、専門学校等）においては、それぞれの 

年代に必要な消費者力を見極め、学習指導要領に基づく授業に加えて、 
講師として消費生活コーディネーターの派遣や、副読本等の配付など 
を実施します。次に地域においては、高齢者や障がい者の方たちに対 
して、公民館や集いの場等における消費生活講座の開催や啓発資料の 
配付、見守り活動を行う方たちに対する研修会などを実施します。ま 
た、家庭や職場においては、様々な広報媒体を利用した情報発信など 
を実施します。 

 ◎ 消費者教育を担う人材を育成します。 
   消費者教育の中核を担う消費生活コーディネーターを育成し、地域 

等へ派遣することで様々な集いやサークル等における消費生活講座 
の開催や、消費者トラブルに対する助言などを行うことを目指します。 

 ◎ 消費者教育に関連した教材等を作成し活用します。 
   小学生用副読本や、新成人・新社会人用ガイドブック、高齢者向け 

の啓発資料など、各ライフステージに対応した教材等を作成し配布し 
ます。また、市ホームページやＳＮＳ、市防災メールなどあらゆる広 
報媒体を利用した情報発信を実施します。 

 ◎ 関係機関等とのネットワークを構築します。 
   なりすまし詐欺の被害防止のため、福島県警察本部が設立した「な 

りすまし詐欺防止ふくしまネットワーク」への情報提供や、高齢者や 
障がい者の見守り活動を行う機関との情報共有など、関係機関等との 
連携強化に努めます。 

 ◎ 他の消費生活に関連する教育との連携を推進します。 
   ＳＤＧｓや金融経済に関連する教育など、消費生活と関わりが深い 

教育に対して、連携を強化し効果的な教育の実施に努めます。 
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５ 推進体制と進行管理 

 ◎ 推進体制 
   庁内ネットワーク組織の「いわき市消費者教育庁内推進会議」及び 

庁外審議組織である「いわき市消費生活対策会議」と密接な連携を図 
りながら消費者教育を効率的・効果的に実施します。 

 ◎ 進行管理 
   国・県の動向を注視しながら「いわき市消費者教育庁内推進会議」 

及び「いわき市消費生活対策会議」において消費者教育の推進に関す 
る進捗状況等について調査・検討を行い、適切な進行管理に努めます。 
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